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2.研 究のね らい ・目的

本研究の 目的は、東南アジアに焦点を合わせつつ、地域が地域 としての特徴を形成 ・維持 ・

変更 してい く過程を、その地域 自体の力学 と周辺地域の関与とを相互連関 させて分析すること

によ り、マ クロな視 点か ら総合的地域研究の手法確立に寄与することである。

いかなる地域 も、一つの世界に組み込まれている部分であ り、そこには部分 としての域外依

存性 とともに、その地域が全体の中で周辺 と区別できる一つの部分 として浮かび上が って くる

何 らかの固有性を有 しているはずである。 この世界の中の地域、 システムの中のサブシステム

としての東南アジアを見 る立場の確立を、本研究はめ ざしている。ある特定の地域 とその周辺

地域 との連関を解明することは、その地域の内部に焦点を当てる ミクロな視点か らの地域研究

を補完するだけでない。一層重要な点として、それはその地域が地域として存在す る背景、あ

るいは原因さえ も探 り当てることである。この二重の意味で、地域連関の論理の分析は、総合

的地域研究 には欠かせないアプローチの一つで ある。

東南アジアは、世界の諸地域の中で、地域連関の研究対象 として理想的な特徴を備えている。

古来 よ り、イン ド・中国の文明の影響を拮抗的に受けつつ、それ なりの地域 と して外部か ら認

識 され、また東南ア ジアを一つの場 とする体系 も存在 してきた。近代には、イスラムや ヨーロ

ッパ の文明 との間で複雑な相互作用を展開してきた。第2次 世界大戦後 には、国際政治経済の

文脈 で、東南アジアは独 自の歴史的展開をたどるとともに、米国、中国、 日本から様 々な影響

を受 けて きた。この歴史の中に東南アジア性を位置づける。

すなわち、東南アジアの東南アジア的特質は、東南アジア基層文化の上に、さまざまな外界

か らの上皮がかぶ さっていったのではな く、外界 との接触をつうじて東南アジアなるものが形
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成 されていた、 というのが本研究の仮説である。この仮説を、近代以降の東南 アジアを主な分

析対象 として、上記の共同研究体制により検証 してい く。

ところで、東南ア ジアは、た とえばヨーロッパ と比較 して、まとまりのない地域、実体のな

い地域、名前だけの地域、地域 とよべない地域、な ど蔑視 とも思える表現で、その地域性を否

定されて きた。 しか し近年、東南アジアの 自律性、東南アジアにおける自律的歴史、世界 シス

テムとしての東南アジア、固有な論理を持つ東南アジアなど、東南 アジァとい う空間が持つま

とま り、そ こに住む人 々が持つ共通性に注 目する議論が近年興隆 している。

このように対角線的に対立する東南アジアの見方 に対 し、第3の 視点を提示 しようとする問

題意識が本研究の背景にある。すなわち、地域の特性を、域外か らの自律性 ・独 自性ではな く、

周辺 との関わ り合いの中、つま り地域連関の論理の中に見出そうとす る。つま り本研究の 目的

は、東南アジアに焦点を合わせつつ、地域が地域 としての特徴を形成 ・維持 ・変更 してい く過

程を、その地域 自体の力学と周辺地域の関与 とを相互連関させて分析す ることによ り、マクロ

な視点か ら総合的地域研究の手法確立に寄与す ることである。

3.平 成6年 度の研究経過

本研究を遂行する共同研究者は、地理的研究対象から見れば東南アジアを中心に中国、 日本、

米国をカバーし、方法論から見れば社会経済史、現代史、国際経済学、国際関係論をカバーす

る。全員で一つの共同研究を遂行するのはこれが最初であるが、各人が地域連関の論理を東南.

アジアと周辺地域との関係から分析するのに不可欠な業績を従来からあげている。そこで共同

研究者の今までの研究蓄積を踏まえ、今後どのように 「地域連関の論理」に関わっていくかに

ついての共通理解を形成することを初年度である昨年度の主たる目的とし、研究会を定期的に

開催して共同研究体制の確立をめざすとともに、地域連関の論理の概念化、東南アジアという

対象に切 り込む切り口の検討、他地域に関する地域研究成果の批判的検討、有機的研究分担の

調整、研究代表者を中心にしたデータベース設計準備作業を進めてきた。さらに当班の共同研

究の場はもちろん、総括班主催の合同研究会、他の研究項目に属す研究班との合同研究会など

をつうじて緊密な連携をとり、共同研究体制を築くことに努めた。

第2年 度である今年度は、基本的に分担研究を深化させることを目標に置いて活動を進めた。

まず、5月 から6月 にかけて経過説明と今後の課題検討のための研究会を開いた。その後、7

月に合宿研究会を開いて、全員の研究計画の報告とそれにもとついた相互討論をインテンシブ

におこなった。2月 には2回 にわたって研究会を開き、各人が分担研究の中間報告をおこない
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討論をつ うじて共同研究の緊密化を図った。また、これ以外に研究打ち合わせ、外部講師を招

いての臨時研究会 などを随時開催 し、共同研究の実を上げるべ く努めた。

5月12日

「今年度の共 同研究計画について」 全員討論

6月6日

「地域連関の論理 と東南アジア」 山影 進

7月16、17日

「華僑資本ネ ットワークの歴史 と現在」 濱下武志

「直接投資か らみた東アジア地域」 中北 徹

「日本の南進 と南洋諸島 ・東 イン ド多島海」 後藤乾一

「ベ トナムと東南ア ジア/太 平洋地域」 小笠原高雪

「ASEANの 戦略的 シンク ・タンクと国際関係」 黒柳米司

「APEC設 立過程にみるASEANの 結束」 山影 進

2月1日

「ASEANの 戦略的 シンク ・タンク その生成 ・発展 と役割」 黒柳米 司

「1930～40年 代の華僑 ・華僑資本問題」 濱下武志

2月17日

「占領か ら独立ヘ イ ン ドネ シア対マ レーシア」 後藤乾一

「戦後 日本の対ア ジア通商政策」 中北 徹

「アジァ太平洋地域主義 とASEAN」 山影 進

以上のような研究会 をテコに して、各 自が分担研究を各々の方法論に したが って進めた。特

に特徴的な点を指摘す ると次のとお りである。濱下 と小笠原 はマイクロフィルムやその他の形

で1次 史料を大量 に体系的に収集 し、それに基づ く研究を推進 した。後藤 と中北は 日本各地で

日本 の東南アジア関与 に関わ った個人や企業に対するイ ンタヴューをお こな ないなが ら、戦

前 ・戦後の 日本の果た した役割の解明に努めた。 また中北は同時にパ ソコンを活用 して統計解

析 も開始 した。黒柳は既に収集済のデータ整理に着手 し、パ ソコンを用いた分析を試みた。山

影は東南アジア地域体系の実証研究を進めるとともに各種資料のデータベース化の検討に入っ

た。

4.研 究 の成果 とフ ロンテ ィア

本共同研究の仮説は、 「東南ア ジアの東南アジア的特質は、東南アジア基層文化の上に外界

か らもたらされた さま ざまな上皮がかぶ さっていったのではな く、外界 との接触をつ うじて東

南アジアなるものが形成 され てきた」というものである。濱下によれば、東南ア ジアへは中国

か らさまざまなもの(ヒ ト・モノ ・カネ ・情報 ・文化)が 浸透 してお り、中国か ら東南アジア
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を包み、さらにはオセアニアにまでいたる広い空間を一つの地域(シ ステム)と して とらえる

べきである。その中に、い くつかの 「サブ地域(サ ブシステム)」 が形成されているという重

層的な構造 になっている。特に、金融に注 目す ると、いわゆる華僑による物流 ・金流のネ ット

ワークが明らかになる。後藤によれば、 日本の政策的な東南アジア関与 は、植民地支配構造の

最 も脆弱な環、すなわちポル トガル領チモールに対 してまず橋頭墜を築 くとい う戦略から始 ま

り、南洋群島(日 本の委任統治領)か ら東南ア ジアへ張られ るネ ッ トワークが伸長 してきた。

そして 日本の進出が異 なる国々に支配 されてきた東南アジァ地域を同期化す る機能を果た した。

小笠原は、冷戦構造で分極化 された東南 アジアの地域的構造のイメージが過度に単純であると

し、 アメ リカやソ連、 中国が関与する中で、東南アジアは決 して反共陣営対社会主義陣営に分

かれて対峙 していたのではないことをベ トナム戦争終了後を中心に明 らかにした。 中北は、戦

後国際経済のネ ッ トワークの中で東南アジアが成長 し相互依存を深めた過程を指摘 しつつ、そ

こに果た した日本の通商政策の変遷 に関心を絞 り込みつつある。山影 は、 東南 ア ジア諸 国が

ASEANに 結集 していった経験が、今 日のアジア太平洋地域関係の制度化に大きな影響を及

ぼ していることを指摘 し、域外か ら東南アジアへの働 きかけだけではな く、東南アジアか ら域

外への働 きかけが一層大 きな地域的枠組みを作 りだ しつつあると論 じた。

こうした従来共 同研究者が個別におこなってきた研究を 「地域連 関の論理 」の視 点か ら集

約 ・体系化すると、東南アジアは周辺地域 との相互作用の中で東南アジアとしてま とま ってき

たことが明 らかにな った。すなわち、東南アジアは単に外の世界にとっての 「場」ではない し、

また東南 アジアとしてのまとまりが外の世界 との関わり合いの中で変容 してきたので もない。

東南 アジアが東南ア ジア としてまとまって くる過程 自体が、東南アジアの内部世界 と周辺地域

との相互作用の結果なのである。

したが って、研究のフロンティアは、歴史的 ・構造的に、東南アジアと周辺地域 とを分析対

象 としてい く方向にある。 しか し、それ は 「東南アジア」対 「周辺地域」 という見方ではない。

東南アジア という空間を覆 う広い空間一 た とえば今 日アジア太平洋 と呼ばれている地域一

の中で、東南アジアに位置す るさまざまな もの とその周囲に位置す るさまざまなもの との相互

関係を見ていくことである。その意味で、あえて誤解を恐れずに表現す ると、一度、東南アジ

アを解体 してみな くてはな らないのである。

「地域連関の論理」 とは、注目す る地域 とそれ以外の地域 との連関の論理を明 らかにす るこ ・

とだけではない。特に、地域の形成 ・確立というダイナ ミズムは、広域の空間の上のシステム

を認識することにより、注 目している地域の結晶化を見ることである。
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5.今 後の課題

第3年 度に当たる7年 度 は、今年度の中間報告を踏 まえて、一層本格的に分担研究を進める

一方、従来 どお りに定例研究会を通 じて共同研究を深めて行 く。共同研究における作業分担は、

研究組織に明記 した役割分担にしたがっておこなう。分担研究の推進 と相互の意見交換は、周

辺地域(特 に中国、 日本、アメリカ)と 時代(戦 前、戦後、現代 ・近未来)と を交差 させ、有

機的連関を深める。また、定例研究会の他に臨時研究会を随時開催 して、外部講師を招いて共

同研究者ではカバーで きない分野に関する専門知識を聴取す る。 さらには、公募研究班や他研

究項 目の研究班との合 同研究を一層活用することが来年度の課題 となろう。

なお、来年度早 々には中間報告が総括班事務局よ り刊行 される予定であるので、本共 同研究

に対する意見 ・批評な どを広 く求めることが可能にな る。それらを踏まえた上で実証研究を深

めると同時に、地域連間の 「論理」を定式化す る作業に取 りかかる予定である。その際、東南

アジア地域研究者 との これまで以上の議論が必要である。

データベース作成作業については、データの種類 とハー ド・ソフ トとの親和性を中心にパイ

ロッ ト・スタディを終了する一方、データ入力の試験段階を完了する。また、データのための

資料の収集を継続する。現在のところ入力費用が当初想定 していたよ りも必要であり、場合に

よっては規模を縮小せ ざるを得ないかもしれない。

平成8年 度では、最終年度 として、共同研究の成果を分担研究に活か して、地域連関の論理

を多角的に検証す ることをめ ざす。また、研究代表者を中心 にデータベースの完成をめざす。

6.研 究 業 績(平 成6年 度 発 表 分)

山 影 進

「関係 一 「地 域 』 を超 え て 『世 界 』へ 」小 林 康 夫 ・船 曳 建 夫(編)r知 の 技 法 』東 京 大 出版 会,

pp.196-208,1994.

「ア ジア太 平 洋 国 際秩 序 形 成 とASEAN」 平 野健 一郎(編)r講 座 現 代 ア ジア4地 域 シス テ ム と

国際 関係 』東 京 大 学 出版 会,pp.359-383,1994.

「ア ジア太 平 洋 の リー ジ ョナ リズ ム」 「ESP』346,pp.42-46,1994.

濱 下武 志

「朝 貢 と条約 」r周 縁 か らの歴 史 』 東京 大 学 出版 会,pp.273-302,1994.

「近 代東 ア ジア国際 体系 」平 野健 一 郎(編)r講 座現 代 ア ジア4地 域 シス テ ム と国 際関係 』東京 大 学

出版 会,pp.285-325,1994.

中北 徹

「研 究 開 発投 資 と海 外 生産 活 動 」(深 尾 京 司 ・國則 守 生 他 と共著)『 金 融研 究 』第13巻 第 号,日 本

銀 行 金融 研 究 所,1994.
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「対 外 投 資の 決 定 要 因」 『経済 研 究 』 第45巻 第3号,一 橋大 学 経 済 研究 所,1994.

「海 外 直 接 投 資 と企 業 の 行動 パ ター ンにっ いて 」rNIRAニ ュ ース 』No。8,1994

後 藤乾 一

『近 代 日本 と東 南 ア ジア 』岩 波 書 店,1995.

「近 代 日本 ・東 南 ア ジア 関係 史 論 序 説」 土 屋健 治(編)『 講 座 現代 ア ジア1ナ シ ョナ リズ ム と国 民

国 家 』東 京 大 学 出版 会,pp.21-56,1994。

「大 東 亜 共栄 圏 の実 像 」 浅 田喬 二(編)『 帝 国B本 とア ジア』 吉 川 弘文 館,pp.217-242,1994.

rl930年 代r濠 亜 地 中 海 』 の国 際 関係 」r社 会科 学 討 究 』pp.1-31,1994.

「戦 後 日本 ・イ ン ドネ シア関 係 史研 究 序 説 」r社 会 科 学討 究 』pp。3-32,玉995.

小 笠 原 高 雪

「太 平 洋 国家 と して の ベ トナ ム 」 『海 外 事 情 』第42巻 第6号,pp.95-108,1994。
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